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Ⅱ 成果目標   第４期計画 Ｐ３～Ｐ６ 参照 

 

≪概要≫ 

◆国の基本指針では「障害者等の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援といった課題に対応するため、平成32年度を目標年度とする障害福祉計画等において必要な障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の

確保に係る目標として、次に掲げる事項に係る目標（以下『成果目標』という。）を設定することが適当である。」として、５つの項目を掲げている。 

◆市町村・都道府県は「項目の追加」はできるが、「項目の削除」はできない。また、成果目標についても「●％以上とすることを基本とする」とされている。 
 

注【32年度末見込み】◎：既に達成済み  ○：32年度末には達成が見込まれる  △：32年度末での達成は難しいと考えられる 

項目 次期計画において国の基本指針が定める成果目標 本市の現在の状況 32年度末見込 次期計画の成果目標設定に当たっての検討のポイント 

(1)福祉施設の入所者の

地域生活への移行 

①地域移行生活者の増加 
32 年度末までに 28 年度末時

点入所者数の９％以上が移行 
⇒59人以上 

29年度末目標：58人 

29年度末見込：53人 
△ 

＊本市の地域生活移行者が増加しない理由は不明 

＊本市において地域移行の受け皿として整備すべき支援は？ 
②施設入所者の削減 同様に２％以上が削減 ⇒12人以上 

25から28年度に18人減 

29年度末目標：600人 

28年度末実績：598人 

○ 

【変更】 

(2)精神障害にも対応 

した地域包括ケア

システムの構築 

①入院後３か月時点の退院率 32年度69％以上 
29年度末目標：64％ 

28年度末実績：63.6％ 
○ ＊医療と福祉と行政の連携強化と支援体制の整備について 

②入院後６か月時点の退院率【新規】 32年度84％以上 
29年度末目標：84％ 

28年度末実績：83.2％ 
○ ＊医療と福祉と行政の連携強化と支援体制の整備について 

③入院後１年時点の退院率 32年度90％以上 
29年度末目標：90％ 

28年度末実績：90.7％ 
◎ ＊医療と福祉と行政の連携強化と支援体制の整備について 

④長期在院者数 
32年度末の１年以上入院者数（65歳以上・ 

65歳未満）を国が提示する推計式で設定 
― ― 

＊国 630調査速報値（H29年 10月頃）を基に按分率示さ

れる数値を踏まえ課題を明確にしていく。 

⑤関係者による協議の場の設置【新規】 
32 年度末までに保健・医療・福祉関係者による

協議の場を設置 
設置済 ◎  

(3)地域生活支援拠点等

の整備 
①整備個所数 32年度末までに圏域に１箇所以上 29年度１箇所整備済み ◎ 

＊左がH30年度から本格稼働する場合、その後の拠点整備の

検討時期や留意点は？ 

(4)福祉施設から一般 

就労への移行等 

①一般就労移行者数 
32年度中に28年度実績の 

1.5倍以上が就労 

⇒108人 ＋ 

 未達成分 

29年度末目標：143人 

28年度末実績：  72人 
△ 

＊特に身体・知的の人は無収入となる「就労移行支援」を敬遠

しがちだが、利用促進のための方策は？ 

＊就労に向けた「意欲喚起」を得るために効果的な方策は？ 

＊その他どういうことを考えれば目標が達成できるか？ 
②就労移行支援事業所の利用者数 

32 年度末利用者数が 28 年度

末から２割以上増加 
⇒207人 

29年度末目標：178人 

28年度末実績：172人 
△ 

③就労移行率３割以上の就労支援事業所の

割合 
32年度末に全体の５割以上 28年度実績：26.7％ △ ＊新規事業である「就労定着支援」の効果的運用方法は？ 

＊同支援の実施事業所を確保するのに必要なことは？ 

＊その他どういうことを考えれば目標が達成できるか？ ④職場定着率【新規】 支援開始１年後の定着率が８割以上 ― ― 

【新規】 

(5)障害児支援の提供 

体制の整備等 

①重層的な地域支援体制の構築を目指すため

の児童発達支援センターの設置 
32年度末までに市に１箇所以上 １箇所設置済み ◎ 

＊いこいの家（葵区）に続きH30年度には駿河区にも１施設

開設予定だが、その後の整備の必要性は？（本市成果目標

として国の成果目標に上乗せする必要は？） 

②保育所等訪問支援の充実 32年度末までに支援が利用できる体制を構築 体制構築済み ◎  

③主に重症心身障害児を支援する児童発達

支援事業所及び放課後等デイサービス 

事業所の設置 

32年度末までに市にそれぞれ１箇所以上 

児童発達：５箇所設置済み 

（29年度1箇所追加予定） 

放課後デイ：６箇所設置済み 

◎ 

＊①同様、国の成果目標は達成するが、その後の整備の必要

性は？（本市成果目標として国の成果目標に上乗せする必

要は？） 

④医療的ケアを必要とする障害児支援の 

ための保健・医療・福祉・教育等の関係 

機関の協議の場の設置 

30年度末までに設置 未設置 ―  

⑤放課後等デイサービスガイドラインに基

づく自己評価結果の公表による質の向上 
【都道府県のみ】 ― ― ―  


